
雲仙公園テニスコート指定管理者募集要領

雲仙公園テニスコートの管理運営業務を効率的かつ効果的に実施するため、地方自治法第２４４

条の２第３項、自然公園内県営公園施設条例第２条の規定に基づき、以下のとおり指定管理者を募

集します。

１．設置の目的

  雲仙公園テニスコートは、雲仙天草国立公園利用者の多様なニーズに応え、雲仙地域来訪者の

増加を目的として設置しています。

２．施設の概要

  《概要》

  所 在 地   長崎県雲仙市小浜町雲仙字湯ノ里３７８－１、３７８－２

  事業年度   平成６年３月完成、平成２２年７月再整備完成

  面 積   敷地面積  ５，７８７．０１㎡

  《施設内容》

施設名 数 量 面 積

テニスコート（砂入人工芝） ５面 3,366.60 ㎡

駐車場（アスファルト舗装） ２７台収容 677.00㎡

管理棟（事務所・更衣室等） １棟 （延）110.67㎡

休憩所 ２棟（パーゴラ、藤棚各１基） 51.46 ㎡

防球フェンス（亜鉛メッキ） ３m（高さ）×３３０ｍ（延長） ―

街路灯 ５基 ―

《貸与する物品》

物品の名称 数 量

椅子類

・折りたたみホームベンチ１５００
１０台

３．指定管理者が行う管理の基準

  適正な管理の観点から必要不可欠である管理運営の基本的事項は、次のとおりです。

（１）供用日

    原則として通年とします。ただし、指定管理者が必要と認める場合は、県と協議のうえ変

更できるものとします。



（２）公平性の確保

    雲仙公園テニスコートの管理運営にあたっては、雲仙公園テニスコートを利用しようとす

る者の公平な利用について確保してください。

（３）管理運営を通じて取得した個人に関する情報の取扱い

    指定管理者は、個人情報の保護に関する法律第６６条の規定に基づき、別途締結する協定

書において、「受託者が講ずべき安全確保の措置」として県が明示した措置を実施していた

だきます。

    また、個人情報取扱事務に従事している者又は従事していた者は、当該事務に関して知り

得た個人情報を他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはなりません。（退職後もその対

象となります。）違反した場合は、同法律に規定する罰則の適用があります。

（４）利用料金

    雲仙公園テニスコートの利用料金については、現行の利用料金を基本としますが、知事の

承認を得れば指定管理者が利用料金を変更することができます。

    ※現行の利用料金等は別添参考「雲仙公園テニスコート管理運営状況の概要」をご覧くだ

さい。

（５）関係法令の遵守

    指定管理者が、雲仙公園テニスコートの管理運営業務を行うにあたっては、関係法令、例

規を遵守する必要があります。

（６）環境配慮に関する事項

    指定管理者が、管理運営のために実施する事務・事業においては、それらに伴う環境負荷

の継続的な低減を図り、併せて環境配慮型事業を推進するため、県庁エコオフィスプラン、

長崎県庁環境マネジメントシステム、環境物品等調達方針の運用に取り組んでいただきます。

４．指定管理者が行う業務の範囲

  業務の範囲は、次の（１）～（５）のとおりとします。

  ただし、業務範囲に掲げるすべての業務を一括して他の事業者に委託することはできませんが、

部分的な業務の委託については、専門の業者に委託できるものとします。

  なお、募集時に限らず指定管理期間中においても、施設の設置目的及び地域振興等に資する指

定管理者からの新たな取組の提案・実施のほか、県からの指定管理者への新たな要請など、必要

に応じて柔軟な運用を行っていくものとします。

（１）雲仙公園テニスコートの利用許可及び利用に係る利用料金に関する業務

    ・テニスコートの利用許可、利用許可の取消、利用の中止

    ・利用者から利用料の徴収

    ・利用料の減免、還付（公益上その他特別の理由があると認めるときは、知事の承認を得

     て、利用料を減額し、又は免除することができます）

（２）雲仙公園テニスコートの清掃、維持管理及び軽微な補修に関する業務

    ・「２．施設の概要」に示した施設及び物品の清掃、維持管理、鍵の開閉、軽微な補修

    ・利用者の安全の確保のため必要な措置

    ・光熱水費の支払



（３）イベントの企画・開催や広報等、施設の利用促進に係る業務

（４）セルフモニタリング

    ア）業務遂行の記録

       日常・定期的に行う施設の清掃、機器の点検、安全対策等のほか、施設の利用状況、

      料金の収納状況等について日報・月報に記録する。

    イ）利用者アンケート（定期又は随時）の実施

       意見箱の常設による日常的な情報収集や利用者に対するアンケートを実施する。

    ウ）事業報告書の作成・提出

       毎年度事業終了後に、管理業務に関し以下の事項などについて事業報告書を提出す

る。

       ・管理業務の実施状況（人員配置、設備管理状況、故障・修繕など）

       ・施設の利用状況

       ・利用料金の収入実績

       ・管理に要した経費の収支状況

    エ）ア）からウ）に基づく自己評価

       その良否・課題・解決策等を分析・評価し、業務改善にフィードバックする。      

（５）上記業務のほか、施設の利便性向上等のために必要な事業を県と協議した上で自主事業と

して行うことができます。

５．指定管理者と県の責任分担

  指定管理者と県の責任分担については、次の表のとおりとします。

  ただし、表に定める事項に疑義のある場合、又は定めのない事項については、指定管理者と県

が協議して定めることとします。

項   目 指定管理者 県

施設の維持管理 ○

修繕 ○

軽微な補修 ○

備品等の更新、新規購入（貸出し品、ネット等） ○

災害対応（被害調査、報告、応急措置、利用者の

安全確保、避難誘導）
○

災害復旧（復旧工事） ○

苦情対応 ○

事故対応 ○

施設の火災保険加入 ○

管理責任 管理の瑕疵によるもの ○



設置の瑕疵によるもの ○

（注）各項目の区分に応じ、○が責任を負う。

※施設は現状のままでの使用を原則とします。

※指定管理者が行う業務の範囲内で、故意又は過失により、雲仙公園テニスコートを毀損し、

又は滅失しその他県又は第三者に損害を与えた場合には、指定管理者はその損害を賠償しな

ければなりません。

６．県と指定管理者のリスク分担について

  施設の管理に関する県と指定管理者のリスク分担は、下記のとおりとします。

リスクの種類 内  容
負担者

指定管理者 県

物価変動 人件費、物件費等物価変動に伴う経費の増 ○※

金利変動 金利の変動に伴う経費の増 ○

周辺施設・住民及び

施設利用者への対

応

地域との協調 ○

施設管理、運営業務内容に対する住民及び

施設利用者からの訴訟、反対や要望への対

応

○

上記以外 ○

法令の変更
施設の管理運営に影響を及ぼす法令変更 ○

上記以外 ○

税制度の変更
施設の管理運営に影響を及ぼす税制変更 ○

一般的な税制変更（消費税等） ○

不可抗力

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、

火災、争乱、暴動、その他の県又は指定管

理者のいずれの責めにも帰することので

きない自然又は人為的な現象）に伴う、施

設、設備の修復及び事業履行不能

○

施設・設備の損傷

指定管理者の故意又は過失によるもの ○

指定管理者としての注意義務を怠ったこ

とによるもの
○

上記以外で相手方が特定できないもの ○

第三者への賠償

指定管理者の故意又は過失によるもの ○

指定管理者としての注意義務を怠ったこ

とによるもの
○

上記以外で相手方が特定できないもの ○

事業終了時の費用
指定管理者の期間が終了した場合又は期

間中途における業務を停止した場合にお
○



ける事業者の撤収費用

  ※指定管理業務の継続に重大な影響を及ぼすものは、協議事項とする。

７．管理運営経費等

  雲仙公園テニスコートの管理運営に要する費用は、利用料金収入及びその他の収入をもって充

てるものとします。

８．指定管理者の指定（予定）期間

（１）指定（予定）期間は、令和９年４月１日から令和１２年３月３１日までの３年間とします。

（２）指定（予定）期間は、議会の議決後、正式に指定期間となります。

（３）ただし、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定に基づき、県は公の施設の管理の適正

を期するため行った必要な指示に指定管理者が従わないとき、その他当該指定管理者による

管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取り消し、又は期間を定めて管理

の業務の全部又は一部の停止を命ずる場合があります。

９．応募資格

  指定申請書を提出することができる者は、次に掲げる条件の全てを満たす者とします。（個人

で応募することはできません。）

  なお、資格を満たしていることについて、誓約書（様式第２号）を提出してください。

  また、指定申請以降に、次に掲げる条件を満たさないこととなった場合は、指定をしない又は

指定を取り消すことがあります。

（１）法人その他の団体であること。

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当する者

でないこと。

    ※地方自治法施行令第１６７条の４第１項

       普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札

に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させる

ことはできない。

（３）直近１年間の地方税（都道府県税、市町村税）、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

（４）国又は長崎県及びその他の地方公共団体から指名停止又は指名除外の措置を受けている、

又は受けることが明らかである者でないこと。

（５）指定までの間において、会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条又は第６４４条   

の規定に基づく清算の開始、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しくは第

１９条第１項の規定に基づく破産手続き開始の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５

４号）第１７条の規定に基づく更正手続き開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第

２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続き開始の申立てがなされた者でないこと。（会

社更生法又は民事再生法の規定に基づく更正手続き開始又は再生手続き開始の申立てがな

された者であって、更正計画の認可が決定し、又は再生計画の認可の決定が確定した者を除

く。）



（６）申請書の提出期限の日以前６ヶ月から指定管理者決定までの間において、手形交換所で  

不渡手形若しくは不渡小切手を出した事実、又は銀行若しくは主要取引先から取引停止を受

けた事実がある者でないこと。

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２号

に掲げる暴力団又はそれらの利益となる活動を行う団体（以下「暴力団等」という。）及び

暴力団等の構成員が役員となっている団体でないこと。

１０．指定管理者の指定申請に関する提出書類

  指定管理者の指定を受けようとするものは、指定管理者指定申請書（様式第１号）に、次に掲

げる書類を添えて申請してください。

（１）誓約書（様式第２号）

（２）事業計画書（別添様式ア）

（３）付属書類

   ①定款又は寄付行為

   ②法人の場合は登記事項証明書（３ヶ月以内に取得したもの）、法人以外の場合は代表者の

住民票（３ヶ月以内に取得したもの）

   ③役員の名簿及び履歴書

   ④申請者（団体）の概要に関する書類（別添様式イ）

   ⑤賃借対照表（前事業年度）

   ⑥損益計算書（前事業年度）

   ⑦営業（事業）報告書（前事業年度）

   ⑧地方税（都道府県税、市町村税）、消費税及び地方消費税の未納がない証明

   ※⑤～⑦について

     新たに設立する法人又は設立初年度の法人にあっては、収支予算書又はこれに類する書

類をもって、これらの書類の提出に代えることができます。

   ※⑧について

     新たに設立する法人又は設立初年度の法人にあっては、添付を要しないものとします。

１１．指定申請書等の提出方法

（１）提出場所

    〒850-8570 長崎市尾上町３－１ 長崎県県民生活環境部自然環境課

（２）提出期間

    令和８年８月２０日（木）から令和８年９月１６日（水）まで（土曜日、日曜日、祝日を

除く。）の午前９時から午後５時までとします。

（３）提出方法

    持参又は郵送してください。

   ただし、郵送の場合は、提出期限の令和８年９月１６日（水）午後５時必着とします。

（４）提出部数

    提出部数は、正１部、副６部（副は複写可）の７部とします。



１２．指定申請書、事業計画書、付属書類（以下「指定申請書等」という。）の作成及び提出上

の留意事項

（１）申請書等の様式

   指定申請書等は、日本工業規格のＡ４の大きさとします。

   ただし、官公署の発行する証明書等やむを得ないものについては、上記以外でも認めます。

（２）言語、通貨、単位等

   指定申請書等に用いる言語、通貨、単位は日本語、日本円、日本の標準時及び計量法（平

成４年法律第５１号）に定める単位に限ります。

（３）重複提案の禁止

   申請１団体につき、提案は１案とします。複数提案することはできません。

（４）指定申請書等の再提出、差し替えの禁止

   提出期限後の提出書類の再提出及び差替えは、県が指示する場合を除き、認めません。

（５）指定申請書等の取扱い

   提出された指定申請書等は、理由の如何を問わず、一切返却しません。

また、指定管理者の選定以外の目的で使用することはありません。ただし、選定を行う作

業に必要な範囲で複製を作成することがあります。なお、指定管理者候補者の指定申請書等

は、指定管理者指定後、県が公表できるものとします。

（６）申請受付後に辞退する場合には、書面にて提出してください。（様式は任意）

（７）応募に関して必要となる費用は、申請者の負担とします。

（８）不正行為の禁止

   指定申請書等の記載に虚偽又は不正があった場合、その他申請法人及びその関係者におい

て不法又は不正な行為があった場合は、失格とします。

（９）接触の禁止

申請団体及びその関係者が、審査委員及び本件募集関係者に対して、本件審査に関して公

平を失する接触を行った場合は、失格とします。

１３．指定管理者の指定

（１）指定管理者の候補者を、自然公園内県営公園施設条例第５条の規定に基づき、次の選定基

準により総合的に評価して選定し、議会の議決を経て指定管理者として指定します。

   ①事業計画書等の内容が、雲仙公園テニスコートを使用しようとする者の公平な使用を確保

できるものであること。また、公序良俗に反しないものであること。

②事業計画書等の内容が、自然公園内県営公園施設条例第３条各号に掲げる業務を行うこと

により、雲仙公園テニスコートの効用を最大限発揮させるとともに、その管理に係る経費

の縮減を図ることができるものであること。

   ③指定を受けようとするものが有する物的能力及び人的能力が、事業計画書に沿った雲仙公

園テニスコートの管理を安定して行うことができるものであること。

（２）指定申請以降に「９．応募資格」に掲げる条件を満たさないこととなった場合は、指定を

しないことがあります。

（３）指定管理者の指定にあたっては、県と協定書を締結することとなります。



（４）業務の引継ぎ

    当該募集により指定管理者が交代することとなった場合、指定管理者候補者は、指定管理

   者指定後に県及び現在の指定管理者と、速やかに業務の引継ぎについて協議を行い、指定期

間開始までの間の引継計画を策定し、県に報告するものとします。

引継ぎにかかる費用は原則として指定管理者候補者が負担することとし、施設の運営業務   

に支障をきたさないように引継ぐこととします。

１４．選定方法等

（１）選定方法

    選定にあたっては、公募による応募者の審査を行うために「自然公園内県営公園施設指定

管理者選定委員会」（以下、「選定委員会」という。）を設置し、事業計画書等の書類に基づ

き、指定管理者の候補者として、最も優れた指定申請者を選定します。

（２）選定事務の所管

    選定事務の事務局は、県民生活環境部自然環境課に設置します。

（３）選定結果の通知

    選定結果については、指定申請者すべてに文書で通知します。

（令和８年１０月を予定）

（４）審査基準及び配点

    審査基準・配点等は（別紙１）のとおりです。

（５）ヒアリングの実施の有無

    必要に応じ、選定委員会の場で指定申請者に対するヒアリングを実施することがあります。

    ヒアリングを実施する場合は、指定申請者に別途連絡します。（選定委員会は、令和８年

９月下旬開催予定）

１５．募集要領等に関する質問及び回答

（１）受付期間

    令和８年８月２０日（木）から令和８年９月３日（木）まで（土曜日、日曜日、祝日を除

く。）の午前９時から午後５時まで受け付けます。

（２）受付方法

    郵送、ファクシミリ又は電子メールのいずれかで、下記「問い合わせ先」まで受付期間内

に送付してください。

   ※ファクシミリ及び電子メール送信後、電話にて受信確認を行ってください。

（３）回答方法

    全応募者に対しファクシミリ又は電子メールで回答するとともに、質問及び回答内容を長

崎県県民生活環境部自然環境課のホームページに掲載します。

    ○問い合わせ先

    〒850-8570 長崎市尾上町３－１  長崎県県民生活環境部自然環境課

   ＴＥＬ 095-895-2385   ＦＡＸ 095-895-2569

    電子メール：s16110@pref.nagasaki.lg.jp



（別紙１）

評価項目 評価項目に関する主な提出書類 配点

（小　　　計） 9

3

3

3

6

3

3

9

3

3

3

36

3

3

9

6

6

9

12

3

3

6

72

適 否

総合評価

※選定委員５名の点数の合計（計３６０点）中、最も点数が高く、総合評価で全
選定委員から適の評価を得たものを指定候補者とする。

合　　　計

５．収支計画に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小　　　計）

管理運営の
効率性

事業計画書「管理運営の内容に関する事
項」、「収支計画に関する事項」

１．予算の範囲内で適切に運営できるか

２．予算の設定に著しく不適切な部分はないか

３．経費の縮減について工夫がなされているか。

３．休暇等の際の職員の補充体制は十分か。

１．施設の清掃、維持管理、軽微な修繕等が適切に行われる
か。

２．利用者の安全確保のための方策が適切に行われるか。

３．管理運営体制に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小　　　計）

管理運営体制
事業計画書「管理運営の内容に関する事
項」

４．管理運営業務の内容に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　（小　　　計）

管理運営業務
に関する事項

事業計画書「管理運営の内容に関する事
項」

３．イベントの開催や広報等の利用促進、周辺施設との連携や
地元振興等具体的な方策が考えられているか。

４．利用者の要望を把握し、ニーズに沿った施設の管理運営方
法が考えられているか。

５．災害発生等緊急時の対応及び防災・防犯等の取り組みが適
切に行われるか。

６．上記以外に、管理運営に関し創意工夫のある自主事業や優
れた提案等があるか。

１．管理運営に必要な人員体制が整えられ、責任の所在が明確
になっているか。

２．必要な経歴、能力を持つ従事者の確保が可能か。

申請者（団体）の概要に関する書類、賃借
対照表、損益計算書、営業（事業）報告書
等

２．管理運営方針に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（小　　　計）

管理運営方針 事業計画書「管理運営方針に関する事項」

審査基準及び配点

１．候補者に関する事項

候補者全般

２．公の施設として、公平な管理運営が見込まれるか。

評価観点

１．安定した経営が可能か。

２．組織的に安定しているか。

３．類似した施設等の管理実績があるか。

１．管理運営の考え方が自然公園施設の設置目的に沿っている
か。



【参考】

雲仙公園テニスコート管理運営状況の概要

１．利用料金

（令和８年４月現在）

利用料 区分 単位 金額

コート使用料

オンシーズン（4/1～10/31）

１コート

１時間につき

1,000 円

オフシーズン（11/1～3/31） 800 円

大会・団体 800 円

学生合宿 600 円

貸し出し品
ラケット（ボール付き） 各１件につき 200 円

ボール １セット 100 円

２．利用状況

月

令和６年度実績 令和７年度実績

利用

者数（人）

使用料

収入（円）

貸出料

収入（円）

料金計

(円)
利用

者数（人）

使用料

収入（円）

貸出料

収入（円）

料金計

(円)

４ 6 3,000   0 3,000 2 1,000 0 1,000

５ 7 3,000 600 3,600 0 0 0 0

６ 6 4,000 400 4,400 6 3,600 0 3,600

７ 36 18,400 0 18,400 10 4,800 0 4,800

８ 222 79,600 800 80,400 166 51,200 0 51,200

９ 12 4,600 0 4,600 19 14,200 0 14,200

１０ 31 11,400 400 11,800 43 34,000   0 34,400

１１ 2 800 0 800 25 23,400 0 23,400

１２ 12 4,200 0 4,200 18 4,800 0 4,800

１ 4 2,000 400 2,400 8 4,400 400 4,800

２ 9 1,600 1,200 2,800 0 0 0 0

３ 8 1,600 400 2,000 5 3,200   0 3,200

合計 355 134,200 4,200 138,400 302 144,600 400 145,000



３．支出状況（令和７年度実績）

○ 人 件 費  ３５８千円

○ 上 下 水 道 代   ３９千円

○ 電 気 代   ８千円

○ その他（消耗品等）   １３千円

合 計  ４１８千円
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